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日本における社 会 資本の生産力効果に関する文献研究

李 紅 梅

Abstract

ThepurposeorthispaperistosurveytheexistingresellrClleSOntheproductivityenlectof､

publiccこIPl'talinJapan.Currently.theestimatesoftheproductivityenlectorpubHecapital

havebeenperformedonamacrolevel,byregions.byindustries.andbyfieldsorpublic

capital.Throughthoseestimates.WeeLlngettheeonelusiontllattllePrOdueti､･'ityeffectofthe

publiccapitalissignificantlypositive,butitslc､,elisalsodifferentamongregions,among

industries.ilndamongflelds･rlowever.thereasonwhythedi恥reneesorthepublicCapital

producti､′ityeffectexistisstillaquestion,becausetheestimatesonthelevelofCentralor

localgovernmentshavenotbeenperfomled.

Therefore.intl-ispaper,Iclarifyt1-eimportこ1neeOt､estimati一一gtlleProductivityertlectof

publiccapitalonthelet.elot'centralorlocこIlgovern111entS.

キーワー ド-- 社会資本の生産力効果 既存研究サーベイ 事業主体別観点

l はじめに

日 本 の 社会資本の生産力効果に関する研究は数十年にわた り多くの研究者により推計 されて

きた｡また田中(2榊1)､相田 ･大野(2001)､岩本(2005)のように数府のサ-ベイ論文 も存在 し

ている｡その主な結果は､①近年の社会資本の生産力効果は低下 してお り､②地域社会資本の

生産力効果は地方圏に比べて都市圏で高く､③社会資本の分野別生産力効果は産業基盤関連分

野､生活基盤関連分野において高く､農林水産基盤関連分野､国土保全基盤関連分野において

は低いというのが共通の認識である｡ したがって､地方公共投資の非効率が地域社会資本の低

い生 産力効果を招いているのではないがとい う議論が多くなされ､地域社会資本の生産力効果

に焦点が当てられるようになったoそ して､多くの研究者は ｢地方公共投資の多くは効率性が

低いと言われる国庫補助事業によって行われるから､地域生産力効果も低いのではないか｣ と

推測 している｡ しかしながら､国庫補助事業の非効率性については､地方財政分野におけ る多

数の先行研究l)から確認することができるが､国庫補助事業による社会資本がどれほど地域生

産に影響を与えているのかについての実証研究は見当たらないo

そこで本稿では､まず 日本における社会資本の生産力効果に関する既存研究についてサーベ
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イ を行 う｡ これ までの既存研究では､社会資本 の分析対象を大きく 2 つに分類 している(表 1

参 照)｡ - -つは㌧Fmi本全体の社会資本が国全体の総生産に与える生産 力効果で､以 卜ではマクロ

推 計 と 称 す る｡ も う---〆コは､ 口本全体を地域別 ､産業別､社会資本の分野別 といったカテ ゴリ

-に分けて､それぞれにおける生産力効果を推 計するもので､以 Fで は地域別推 計､産業別推

計､社会資本U)分野別推 計 と 称 す る｡マクロ推 計では､ E3本全体の社会資本をマ クロ生産関数

により推定 し､社会 資 本 の 弾 性 値 と 限 界生産性 ､ 言い換 えると社会資本の生産力効果の有無 と

大きさを測 っている｡ 一 方 ､ 地 域 別 推 計では､地域 ごとの固着性 (風土､地理､経済力等)に配

慮 した もので､地 域 社 会 資 本 が 持つ他地域の生産に対 してのスピルオ-バ-効果 を内部化 し､

地域 ごとの社会資本 が それぞれの地域の生産に対 して及ぼす効果 を測っているO また､産業別

推計では産業 ごとの生産力効果を､社会資本の分野別推計では分野 ごとの生産力効果を､それ

ぞれ細分化 されたデータによって生産-の貢献度 を測っている｡-----般 に､社会資本の中には道

路 や 橋な どのよ うに生産活動に直結す るもの もあれば､学校､病 院な どのように生活関連型資

本 と し て 生産活動にはす ぐに結びつかないもの もあるo また､同 じ社会資本で も､地域 の個 々

の 事 情 によって､生産-の貢献度が異なる場合 もあることか ら､社会資本のこ ういった性質を

考 慮 し た さまざまな推計がなされてきている｡

表1 既存研究の分類

カテゴリー別

マクロ推計 地域別推計 産業別･社会資本分野別推計

岩本(1990)

竹中･石川(1991)

浅子･坂本(1993)

三井･井上(1995)

三井･竹淳･河内(1995)
奥井(1995)

土居(1998)

畑農(1998)

吉野･中島･中東(1999a)

塩路(2005)

浅子･常木他(1994)

大河原･山野(1995)

吉野･中野(1996)

広末(1998)

臼木･山田(2000)

遠藤(2001)
本間･田中(2004)

三井･井上･竹淳(1995)

岩本･大内他(1996)

井田･吉田(1999)

吉野･中島･中東(1999b)

(筆者作成)

しか し､これまでのカテ ゴ リーの分け方で見 ると､固または地方公共 団体 を事 業 主体 として

行われ る固直轄 事業や国庫補助事業､地方単独事業によって蓄積 され る社会資本の性質につい

ては考慮 されてお らず､分析対象 とされていないことがわかる｡ よって､本稿では既存研究サ

ーベイを適 して､社会資本の生産力効果 を分析す る際には､事業主陸別 といったカテゴリ-を

考慮 した推計を行 うことに意義があることを訴 えてい くつ もりである0

本稿の構成は以 下の通 りである｡2節では社会資本のマクロ推計に関す る既存研究をサ-ベ

イ し､3節では地域別推計､産業別推計お よび社会資本の分野別推計に関す る既存研究をサー
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ベイする04節 では既存研究の成果を踏まえると､事業主体別 推 計 は今 後 の公 共投 資政策 分析

の-環として有意義なものであることを述べる｡

〕 社会農本のマクロ推古十

社会資本の生産力効果に関するマクロ推計はAschauer(1989)以来数多くなされてお り､ 日

本においてもその数は多 く存在す るo社会資本の生産力効果- の関心が高まったのが､

AschauerH粥9)や Munne旦1(1990a)の研究において､浅970年代以降米国の生産性の伸び悩みは童

に米国の社会資本ス トックの伸び悩みに起因しているとい う仮説から､コブ ･ダグラス型生産

関数による社会資本の生産力効果が計測されたことにあるO

日 本 の 場合､岩本日990)がス トック概念である社会資本の動きをみたところ､社会資本U)成

長 率 は 70年代後半以降､民間資本成長率よりも高 く ､実質 GDP成長率よりも高いことが判明

さ れ た ｡ す なわち､70年代後半以降は社会資本が相対的に高水準で成長 していることを示唆 し

て い る O そ して､日本の公共投資の特徴をどう評価すればいいのかを検討するために､社会資

本 ス トックデータを用いた分析がなされた｡これが発端 となり､ 日本の社会資本が生産に及ぼ

す影響を検証 しようとする研究がなされ始めた｡

ここでは､社会資本のマクロ推計の特徴をデ-夕特性によってみることにしたい｡分析によ

く用いられ るデ-タには時系列デ-タ､都道府県別クロスセクションデ-タ､パネルデ-タが

ある｡デ- タの違いによって､それぞれの推定結果には若干の違いが見られるが､これは推定

における統 計手法の問題が指摘されてお り､多くの研究で共通にみられる課題でもある｡

｢; 靖系列データによる推:I

Aschauer(及989)や MunnelH1990a)と同様に日本の社会資本を時系列デ-タに用いてマクロ推

日998上 吉 野 ･中 島 書中東(1999a)等がある(衷 2参照)Oこれ らの推計結果によると､日本の社

会資本は生 産 に有 意 にプラスの効果をもってお り､その弾性値は約 0.2-0.4であるo

まず､岩本 (1990)では経済企画庁総合計画局編(1986)の粗資産額(産業関連社会 資 本 ) を 時系

列データに集計したものを用いて､労働､民間資本､社会資本を生産要素とする コ ブ ･ ダグラ

ス型生産関数を推定している｡推計期間は 1955年度～1984年度で､推定過程においてほ推定

式にダイム トレン ドを加えたり､生産関数に-次同次制約を課 した りしている｡また､推定に

あたっては､定常な時系列に従 う場合と撹乱項の 且階の差分が定常である場合の 2種類のケ-

スを想定 しているOその結果､国内総生産の社会資本の弾性値はそれぞれのケースにおいて

0.238と0.舶8という結果を得ている｡
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表2マクロ推計

区 研究者 生産卿敬 推計期間 ネ土会津本の生偉力効果

時莱響丁ヨタ 潜本日990) コブーケグラス型 定常な時系列にしたがう(弾性憶) 撹乱項の一階の寡労が定常(弾性値)

横乱項が独立したケース 横乱項がl髄の系列相関 ー971年度をダミ-変数とする

1955-1984 0.238 0.238 0.408

1955-日)70 0.lヰ首 0.055 0.416

ー971-1984 む.31堵 0.316 0.396

竹中.石J小1991乍 全要素生産性(TFP) 1955-1985 弾性値は(0_2)

三井.井上★1995十 コブ.ダケラス聖 1956-1989 環境創出型による弾性健は(Oー2堵8)
要素府払い型による弾性値は(0.316)

規廉く1998) コブ.ケケラス聖 レベル推定(弾性値) 一階の系列相関(弾性値) 完全情 報 愚 尤 法トーMLt弾性値1
内生性 労働供給

ー955-1995 0.325 0.328 0296 0198

1955-1989 0324 0.317

1955-1984 0.ヨー8 03ー6

吉野.中島,中発心1999a十 コプ,ダグラス型 ー955-1970 弾性値はし0203う

ー971-1993 弾性値は(0.位79)

トランス.ロケ型 ー955-ー993 弾性値は(OA62割ー955-1970 限界生産性は(06487-0.816か

i971-1993 限界生産性はiOO842-022461

クロスセラション丁 重ラ 三井,竹滞.河内(1995) コブ.ケケラス ー96番-19糾(各年度) 他地域の社会源本を考慮 し た 磯 食 に よ る 弾 性値は(0142- 0ー2繊

他地域の社会資本を考慮しない場 合 に よ る 弾性値は(0178- -0_25り

奥井(1995) コブ.ダグラス型 1965 弾性級は(0.053)

1970 弾性鰻は(0.母相)

1975 弾性値はiOO34十

1980 弾性橡は卜0.049)

トランス.ロケ恕 ー965 弾性鰻は(8.O55)
ー970 弾性鰻は卜O.u6)

ー975 弾性値はト0_ー3)

1980 弾性値は卜0.259)

ノヽネル71ラ 浅手.坂本(1993) コブ.ケケラス型 ー975-1985 単純最小2乗法による弾性値は(0,159)

ー976-1985 牽純最小2乗法による弾性値は(0.065). 操作変数法による弾性値は招.一朗)

ー976- 1984 線倖変数法による弾性値は昭一1柑)

1977--985 操作容赦法による弾性値はし0055)

1977--984 操作蜜教法による弾性値は(0.177十

奥井目995) コブ.ケケラス型 1965.ー970.1975.1980 ナJ jン ケ こ弾 性 掛 l時 間 ダ ミー し弾 性植子 地域ダ芸-(弾性懐)0104 tOO72 0.243

トランス,ロケ聖 0.ー97

立居(1998) トランス.ロケ型 1966-1993 弾性値は卜0.8B2)

1975-1993 弾性値は伯.015)

1985-1993 弾性値は(0_254)

1966-1974 弾性値は(O_33l)

1975-1984 弾性値は(由029)

塩路(2005) コ7,ダグラス聖 1980-ー985,1985-1990､1990-1995(時 間ダ ミ-)ランダム効果モデルによる弾性値は(0.122)

固定効果モデルによる弾性値はト0.185)

階差-般化積率法による弾性値はト0ー37)

(筆者作成)

次に､竹中 8着川 日9削)では経済企画庁総合計画局編目986)の粗資本ペ-スの社会資本ス ト

ックを利用可能な年度まで延長 した時系列デ-タを用いて､TFP(全要素生産性)の戚艮率 と社

会資本の成長率の関係 を推定 しているo推計期間は ま955年度～1985年度､岩本 日990)とほぼ

同 じで､推定結果は交通 ･通信関係社会資本を用いた場合に最 も明瞭な関係が見出され､交通 ･

通信関連の社会資本の全要素生産性 に対する弾性値は 0.20とい う結果を得ているOここで､岩

本 日990)と竹中 ･石)服 199豆)の推計期間はほぼ同 じではあるが､竹中 ･石川 日99日のほ うが社

会資本の弾性値 を低 く推計 している｡ これは､岩本(ま990)が産業関連社会資本ス トックを周い

て推定 しているのに対 して､竹中 ･石川 日991摘三､交通 ･通信関係の社会資本ス トックを用い

てお り､2つの推計における社会資本ス トックの範囲が異なるためであるO
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岩本日9粥)では､推計期間をさらに 1955年度-1970年度 と 197隻年度-1984年度 を 推計した

結果､前期の 0.416から後期の 0.396-と低 fr傾向にあることを明らかにしているO 同様に吉

野 ･中島 ･中東日999a)では､推計期間を 1955年度-1970年度 と 豆97漫年度～199 3 年度 の 2つ

の期間に分けてコブ ･ダグラス型生産関数を推計しているO コプ ･ダグラス型生産関数におい

て､社会資本の弾性値は ま97昔年を境に前期の 0,203から後期の 0.079- と急激に減少 している

と指摘 しているO岩本(1990)の推計結果 と比べて吉野 ･中島 ･中東(1999a)ではやや低い値で確

認 されているが､いずれにしても70年代以降の社会資本の弾性値は低下 していることが示 され

ている｡吉野 ･中島 ･中東 (1999a)では､さらに トランス 書ログ型生産関数を用いて､マタロ推

計を行っている｡ ここでは､ トランス ･ログ型生産関数 と労働分配率関数の同時推定を行って

お り､労働分配率関数の構造変化部分をダミー変数で処理 して推計した結果､社会資本の弾性

値は O.4623となっているoそ して社会資本の限界生産性を時系列でみた結果､1955年か ら 1970

年までの高度成長期には 一 貫 して上昇 しているが､i97i年以降は社会資本の限界生産性が減少

していると結論付けている｡

一方､三井 ･井上(1995)では経済企画庁総合計画局編 (1986)の中で推計 されている社会資本

ス トック総額日953年度-豆982年度)を延長推計 したものを時系列デ-タに集計 して､コプ 書ダ

グラス型生産関数に民間資本の稼動率指数を考慮 した場合を想定 して社会資本の生産力効果を

推定 しているD推計期間は 1956年度～1989年度で､推定結果によると国内総生産の社会資本

の弾性値は民間部門のみの収穫仙窟の場合(環境創出型)は 0.248､公共部門を含む収穫一定の

場合(不払要素型)は0.316という結果を得ている｡ここでは､社会資本の限界生産性は 70年代

後半以降民間資本のそれを下回っているものの､その差は 80年代に縮小 してお り､社会資本が

民間資本に対 して過剰になっている可能性は小さいことを指摘 しているQ

そ して畑農 日998)では､三井 ･井 上(1995)と同様に､経済企画庁総合計画局編 目986)と 『国

民経済計算』の公共投資(実質)を積み上げたものを時系列に用いて､コブ 8ダグラス生産関数

を最尤法で推計 している｡推計期間は1955年度～1995年度の全期間､1955年度-1989年度 と

1955年度-1984年度はそれぞれ三井 ･井上(1995)と岩本 (及990)に対応 して推計を行っている｡

その結果､社会資本の弾性値はそれぞれ 0.325､0.324､0.3旦8となってお り､三井8井 上(i995)､

岩本(王990)の推計結果 とほぼ同じであること を確認 している｡

このように､時系列デ-タによるマクロ推 計 では ､ 社会資本の生産性が有意に確認 されてお

り､さらに推計期間を区分 して見た場合にお い て 1955年度か ら 1970年度までの高度成長期に

おいては社会資本の生産力効果が上昇傾向に あ るが､ま97旦年度以降は低下傾向にあることが明

らかとなったO
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.､､ ウLスtTウシ._iンテ ･タ(=よるHrこl

口本の社会資本を都道府県別クロスセ クシ ョンデータを用いてマクロ推計を狩った代表的な

実証研究には､ 三井 ｡竹滞 キ河内日995)､奥井 目995)等があ る ｡

=_井♯竹滞･河内日995)では､沖縄県を除 く46都道府県のクロスセクシ ョンデ-タを用いて､

コブ ･ダグラス型生産関数を想定 しているoここでは､スピルオーバー効果 も考慮 して､iOOkm

閣社会資本 と300km閣社会資本の部分には非線形の関係 を想定 し､地域社会資本を生産要素 と

す る生産関数を特定化 しているO推計期間は 1966年度-19銅 年度 までで､定数項には北海道

ダミ-変数を導入 してい るが､これは北海道の面積の広 さといった特殊性 に配慮 したものであ

るCなお､北海道以外の地方ごとU)ダ ミー変数を考慮 した推計も試みているが､北海道ダミ-

だけを考慮 した場合 とほぼ同様な結果を得てい るため､ここでは北海道ダ ミー変数のみを導入

した推計結果 を用いている｡各年度のクロスセ クシ ョンデー タによる推計結果は､他地域の社

会 資本を考慮 した場合､統合社会資本の弾性値が 0.15-0.25程度 となっているが､他地域の社

会 資 本を考慮 しない場合においては 1976年度-且984年度で弾性値は有意に負の値 となってお

り､何 らかのバイアスが 生 じていることを示唆 しているo

奥井 目995)では､沖 縄 を除 く46都道府県別 クロスセクシ ョンデ-タを用いて ま965年､1970

年､1975年､1980年の 4時点について､コブ ⇔ダグラス登生産関数 と トランス 戦ログ型生産関

数によ り社会資本の生産力効果を推計 している02つの生産関数の推計結果か ら社会資本の弾

性値は低 く､有意に正の効果を持つ とは言い難い結果 となっている｡

このように､クロスセクションのデ-タを用いた代表的な研究においての社会資本の弾性値

は時系列データの場合 と比べて小 さく推計されている.MunnelHi999b)で確認 されているよう

に､クロスセ クションデータではさまざまな地理的 ･地勢的環境 下にある都道府県が同列に扱

われ､生産技術の違いが十分に考慮 されていなかった可能性 が考えられ る.また､道路 や港湾 ･

空港か ら農業基盤､生活基盤まで､社会資本にも様々な種類があ り､その内容は都道府県ごと

に異なるので､こうした異質性の存在が､クロスセ クションデ-タを用いた場合､社会資本の

生産力効果を過小に評価 して しま う可能性がある｡

2.3 パネルデータによる推計

パネルデータを履いてマクロ推計を行 った代表的な実証研究には､浅子 ･坂本 日993上 奥井

目995)､土居 (1998)､塩 路 (2005)等があるO

浅 千･坂本 (1993)では､秋 田県､大阪府 ､徳 島県､大 分 県 お よび沖縄県を除 く42都道府県デ

-タを用いてコブ ･ダグラス型生産関数を操作変数法で推 計 し ているo推定期間は i975-1985

年度で､推定結果社会資本の生産力効果は確かに検出され､その弾性値 は O.1を若干上回る水
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準に推定された｡

奥井 目995)では､豆965年､1970年､1975年､1980年のプ- リングデータを用いて時間ダミ

ー と地域ダミ-を入れた社会資本の生産力効果の推計を行っている｡推計結果によるとクロス

セクションデ-タの分析によって測定された社会資本の弾性値は時系列データやプー リングデ

-タから得られたそれより低い値にあり､社会資本が生産に有意に正の影響を与えているとは

いえないものであると指摘 しているO さらに､地域ダミーをÅれた推定においても同様な結果

が得 られているo Lかし､時系列デ-タやプ- リンダデ-タでは生産技術を多期間にわたって

一定であると仮定 しているため､その推計結果は支持できないものと判断 し､クロスセクショ

ンデ-タの結果を用いてこれまでの政策評価は社会資本の生産力を過大評価 していると結論付

けている｡ここでは､各時点においてはあまり有意な結果を確認できなかったものの､i965年

から 1980年にかけて社会資本に関する生産力効果は低下傾向にあることは確認 されている｡

土居日998)では､旧三公社民営化後を含めたデータを新たに用いて､社会資本の生産に対す

る影響をパネル分析 している｡吉野 8中野机996)で用いられた トランス 8ログ型生産関数 と大

河原 ｡山野(1995)で扱われていたコブ ･ダグラス型生産関数の 2つの関数形など､3つの関数

形につ い て特定化検定を行い､ トランス 8ログ型生産関数を採用 して推定を行っている｡推計

期間 は 1966年度～旦993年度までで､推計方法は固定効果モデルによる GMM で､操作変数 と

して説 明 変 数の i期ラダをとったものと固定効果 として定数項に入る各都道府県ダミ-を用い

てい る｡ 推 定 した結果､社会資本の弾性値は､全期間におい て は 負 の値 となっているが､推計

期間 を 確 り に 区 分 して推計 した場合には正の値 となっている. こ の 結果か らは石油危機以降の

日本の都道府県データでは､社会資本に生産力効果が認 め ら れ た ｡ そ して社会資本 と民間資本

との間には高度成長期では代替関係が､石油危機以降で は 補 完 関 係 が認められたと指摘 してい

ら :

塩路(2005)では､日本の社会資本U)生産力効果には強い非線形性が存在 し､現在までに社会

資本は経済成長に対 して貢献する役割を失った､とい う仮説を都道府県 レベルのデ-タを用い

て検証 している｡ ここでは､社会資本を組み入れた所得収束モデルを推定 してお り､推定方法

にはランダム効果モ:/!IL､困定効果モ宇′Lp､Al.ellanoandBolld(lL)()t')(ハ階差 (二1.MM､Blundelland

BondH998)のシステム GMM を用いているO 分析結果によると､確かに経済が豊かになるにつ

れて社会資本が経済成長に与える影響力 は 低 下 す ると言 う意味での非線形性が存在することを

示 してお り､Arellamoand Bond(199日の階差 G M M による推定は社会資本の生産力効果の非線

形性 という議論を支持する結論を得ている｡

二.; 小I占

社会資本のマクロ推計では､-国全体の社会資本 の 生 産 力 効 果 を概ね正の値で確認 され たも
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のの､70年代以 降 は低 下傾向にあることが明らか とされている｡70年代以降の社会資本の生産

力効果低下原因について､岩本 ･大内他 日996)では､60年代の 日本の公共投資政策は効率義視

だったが､70年代以降は地域間再配分に急激に傾斜 し､同時性の問題が顕在化 したためである

と指摘 しているQ岩本 ･大内他 (1996)では､まず浅 手 ･常凍他 日994)と三井 .竹滞り可内(1995)

の デ ー タ を 使って､同時性の問題2)を確認 してお り､その対処法 として､政策に影響を与える

要 因 を 地 域ダ ミー変数 としてとらえる方法 と､サンプル を 性質の似通ったグル-プにまとめて

推 定 す る方法を用いて社会資本の生産力効果を計測 してい るo Lか し,推計結果か らは十分は

精 度 を 保持することができなかったため､統計的手法の改 善 に 課題 を残 している｡そ して､地

域 ご と の 非効率的配分の可能性 を示唆 し､産業別推計を試 み るなど､より細分化 されたデ-タ

を用い た 分 析 の必要性 を訴えている｡

そ こ で ､ 社 会 資本の分析対象を細分化 し､地域や産業､分野などの特性を取 り入れた地域別

推計や 産 業別推計､社会資本の分野別などカテ ゴリ-別の推計が行われるようになった｡3節

ではこれ らに関す る文献をサーベイす ることにす るO

.1 社会資本のカテゴリ-刑推計

地域社会資本の生産力効果に関する実証研究は､地域生産-の寄与度や社会資本齢地域間配

分が どのような程度であるかを分析することを目的 としている｡既存研究における地域推計で

は地域の固有性 を生か し､地域社会資本が持つスピルオ-バ-効果を考慮 した上で､都道府県

ベース､地域ブロック及び都市圏 と地方圏の区分がなされている｡ そ して､地域社会資本のな

かでも生産に直接影響するもの とす ぐに結びつかないものを区別 し､産業別または社会資本の

分野別に細分類 して生産への寄与度を推計 している｡

3,且 地域別 推 計

地域別で推計を 行 っ た代 表 的 な 実 証研究には､浅 千 ･常水他 日994)､大河原 ･山野 日995㌦

吉野 ･中野日996)､広末(1998)､円木 ･山田(2000㌦ 遠藤(200王)､本間 ･田中(2004)等がある(義

3参照)0

(l) 都道府県ベース

都道府県ベースでは､県内総生産 と県内社会資本 との関係に着 目したもので､都道府県の社

会資本の生産力効果を計測 し､都道府県間配分を検討 しているo浅子 ･常木地 (1994)では､

浅子 書坂本 (1993)と同 じく秋 田県､大阪府､徳島県､大分県および沖縄県を除 く42都道府県に
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ついて推計を行っている｡推定期間は 1975-1988年度で､推定結果によると､北海道､岩手 県､

埼玉県､東京都がマイナスの値を取っている以外は､すべてプラスの値で､社会資本の弾力性

の最大値は奈良県の 1.0及3､最小値は鳥取県の 0.012､平均では 0.282となっている｡ また､社

会資本 と民間資本の限界生産性 を計測 した結果､都道府県によって､あるいは都 道 府県ごとの

時系列的に一貫 して華離す る可能性があることと､この解離が資源配分上の損失をもた らして

いる可能性 を示唆 しているO

表3地域別推計

区分 研究者 生産関数 推計対象と推計期間 社会東本の生産力効果

都道府蘇浅子.常木他(1994) コブ.ダプラス型 42都道府県(1975-1988)最大弾性値は奈良県(十013)

最小弾性値は鳥取県(甘012)

平均弾性値は(0.282)

大河原.山野(1995) コプ.ダグラス型(変形)都道府と4県(1976-1991)限界生産性は(003-0.12)
全車兼生産性(TFP) TFPと社会資本ストックの関係は(0.422E1)7)

日本.山田(2000) コブ.ダプラス型トランス.ロケ型 46都道府県(1978-1993)コブ.ダグラス型の埠合の弾性値は(0十4431)
トランス.ロケ型の鴇合の弾性値は(055か

関寮､東海書近畿など蔀市席の限界生産性が高い

北海道.東北､北陸､四国.中国など地方圏の限界生産性が低い

也域フロック 吉野.中野(1996) トランス.ロケ型 9地域り975-1984) 最大弾性値は北海道く1.507)

最小喪性値は九州 (OD76),南関車､北関東は負の

直接効果0)最大 値 は東海(0十217)

直接効果の最 小 値 は 東 北.北陸(0.m9)､北海道は負の値

間接効果の最大値は北関東(0507)

間接効果の最小値は帝関東(0.112)

広末(柑 98) コプ.ダプラス型(変形)6フロック(1975-1992) ブロック1､4､6の限界生産性は(0+002)
ブロック2､3､5の限界生産性は(0.001)

蘇市 遠藤(2001) コブ.ダグラス聖 46都道府県(1975-1998)大帝市麿の限界生産性はー975年度の(0.ー73)から､1998年度の(0_087)-と低下

地方部の限界生産性は1975年度の(0.138)から､1998年度の叶062)へと低下

本間.田中(2004) コプ.ダグラス型 47都道府県い977-2000)時間効果を考慮した埠合､霧と地 大都市圏の弾性値(01231､地方圏の弾性値叶067)時間 効 果 を 考 慮 し な い瑞 合 ､

方@ 大都市圏の弾性値は(0十110)､地方牌の弾性値(-0十029)大都市唖の限界生産性は1977年度の(0.481から,2000年度のし0†22う-と低下

(筆者作成)

大河原 書山野 日995)では､ス ピルオ-バー効果については考慮 しない都道府県別 クロスセク

ションデ-タをもとにコブ Bダグラス型生産関数を仮定 し､6つの推定式を想定 している｡①

は係数制約を置かないコブ ･ダグラス型生産関数､②は民間資本ス トック､就業者､社会資本

ス トックに一次同次制約 を導入 したもの､③は民間資本､就業者 に関 してコプ ･ダグラス型生

産関数をとるが､民間資本の限界生産力が社会資本の存在によ り､上にシフ トす ることを仮定

したもの､④は③の特殊ケ-スで､民間資本 と就業者の間に一次同次の関係 を前提に した関数

型であ り､この関数そのものは-次間次ではなく､(1+rlnG)同次にな り規模の経済性が存在

する｡⑤は④ と異なる関数で､社会資本の存在によ り就業者のパ ラメータが上にシフ トし､就

業者 と民間資本に一次同次の関係 を前提 とする｡⑥は社会資本の存在により､民間資本の限界

生産力も､就業者の限界生産力 もともに上にシフトす ると仮定 したものである｡推定 した結果､

社会資本の弾性値はそれぞれ､①0.279,②0.423,③ -0.01,④0.0035,⑤0.0038,⑥0.267

で有意であることが確認 されているQ社会資本ス トックの限界生産力は､東京都､愛知県､太
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阪府 な ど経 済 集 積 が進んでい る地域で大きく､逆に経 済 集積は少ないが公共投資が潤沢に行わ

れてきた地域で小 さいことを実証的に明 らかに してい る C,

臼木 書目潤 (2000)では､実際の社会資本の配分が ど の よ うな政策 目的を持って行われ てきた

のか､あるいは事後的にどのような経済効果をもたらす ことになったのかを実証的に分析 して

いる｡ ここでは､地域生産関数の推計に大河原 ･山野 日997)で採用 されている関数型 と吉野 ｡

中野 (1994)や 土居 日998)で採用 されている トランス 8ログ型の二つを利用 して推計を行ってい

る｡ 推計結果か らは トランス ･ログ型生産関数のパラメ- タの安定性 は低いものの､生産要素

問に補完関係にあることが示 されている｡また東京都､大阪府､愛知県などの大都市の限界生

産性は相対的に大きく推計されている｡ トランス 8ログ型生産関数による推計は大河原 目上j野

くま99朝型の生産関数に比 べ ､低い地域はより低 く､高い地域はより高 く推計 されてお り､限界

生産増三の分散が太きいことを指摘 している｡ さらに､社会資本の地域 配分では､全国を 6プロ

ッタ(北海道 と東北､関東､北陸､東海 と近畿､中国 と開国､九州吊こ分 けて各地域の均等配分

率を推 計 している｡分析結果か らは､経済全体の効率性 を優先 させ る配分政策 と､地域の均等

発展に貢献する配分政策等があ り､それ らが トレ- ドオフ関係 にあ るこ とを導出 しているC

(二) 地域ブロック

地域ブロック推計は地域間スピルオーバ-効果を内翻量化することを 目的に､都道府 県 を グル

-プ化 したものである｡ ここでは､地域 ごとの社会資本はそれぞれの地域の生産にのみ 貫猷 し

てお り､他地域の生産には影響 しないことと仮定 した区分を行い､地域 ごとの社会資本の生産

力効果を計測 し､地域間配分を検討 している｡

吉野 ･中野 (1996)では､公共事業の地域間配分はどのような要因に基づ くもので､各地域 に

配分 された社会資本が､それぞれの地域の生産活動に､ どの程度貢献 しているかを分析 してい

る｡推定においては､吉野 や中野 (1994)の地域区分を用いて､地域間の生産技術の相違を考慮

に呆れた固定係数モデルによる生産 関 数 を 推定 しているO ここでは､全国を社会資本の外部効

果が働かないと仮定できる 9地域 (北 海 道 ､東北 弓 ヒ陸､南関威､北関東､東海､近畿､中国､

匹=嚢l､九州吊こ分類 し､社会資本の増加 に よる生産への直接効果 と民間投資や労働需要を誘発す

ることによる間接効果を推定 している3㌔ しか し､推定結果によると､直接効果は近畿 0.215､

東海 0.213､四国 0.豆79など推定値は有意かつ先行研究 とほぼ--致 しているものの､関東以北

の地域では統計的に有意な値は検出されなかった｡ さらに間接効果でも､多重共線性の問題か

ら全地域で有意な推定は得 られず､推計方法に課題 を残す結果 となっている｡

-寿､広末 日998)では､太河原 ･山野 くW95)で社会資本の生産力効果が低 く計測 されている

のは､社会資本に生活関連や[り書ヨ士保全関連分野が含まれているか らだ と考え､社会資本の生産

力効果をみるために､産業基盤型社会資本のみを取 り上げて､47都道府県を地域間スピルオ-
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バー効果を考慮 した 6つの地域プロッタに分類 して､産業基盤 型 社 会 資本 の生産力効果を推定

しているO ここで､吉野 ･中野 (1994,199齢の地域区分 と比較す ると､北海道 と東北をプロッ

タ lに､北陸､北関東､南関乗 と東海地区中の静岡県を合わせてブロック2に､静岡県を除い

た東海地区をブロック 3に､近畿をプロッタ 4に､中国と匹室田をブロック 5に､九州をプロッ

タ 6に区分 しているO この中で､ブロック 芝の区分は魔京を中心 とした経済圏をこれ らの地域

が形成すると考え､通常のもの とは異なる特性 を持つことになる｡推定結果は各地域 ともプラ

スであるが､廃京 ･大阪の社会資本の生産力効果は他地域に比べてかな り高くなっていること

を示唆 している｡

(_i) 都市圏 と地方圏

都市圏と地方圏の区分は､都道府県あるいは地域ブロックを大きく都市圏 (関東､東海､近畿)

と地方 圏 (北 海 道 ､東 北､北陸､中国､四国､九州)の 2つのグル-プにまとめて､都市圏 と地

方圏にお け る社 会 資本の生産力効果をそれぞれ推定 し､どちらで遺点的配分を行 うべきかを検

討 している｡

遠藤(200i)では､都道府県のパネルデ-タを用いて､大都市圏 と地方圏における社会資本 ス

トックの限界生産性を推計 し､地方圏の限界生産性が大都市圏のそれを一 貫 して下回って きた

ことを確認 しているo したがって､地方圏U)公共投資を減 らして大都 市 圏 の 公共投資を増やす

ことで､社会資本整備の効率性 を高めることができると指摘 している｡

本間 や田中(2004)では､90年代に進んだ公共投資の地方圏-の重 点 配 分 が ､供給面から地方

を含めた日本経済にどのような効果 をもた らしてきたかを実証分析により解明 し､バブル崩壊

後の拡張的な公共投資政策の有効性を評価 8検証 している01977-2000年度までの都道府県パ

ネルデ-タをもとに､社会資本が地域の生産力に及ぼす効果を推定 した結果､大都市圏では社

会資本の弾性値が 0.22であるのに対 し､地方圏ではそれが 0.06と約 3.5倍の格差があること

が明らかになっている｡また､実証分析を踏まえ､一連のシミュレーション分析を行った結果､

都市再生を政策 目標に掲げ､大都市圏に公共投資を鼠 点配分することは､マクロ的にみて好ま

しい効果をもたらすが､一方で､公共投資依存型での地域再生は､供給面での効果をもとに判

断する限 り､マクロ的にみて好ま しい効果をもたさず､民間投資を促進 させ る方向で地域再生

を目指すほ うが､より効果的であると示唆 している｡

3.2 産業別､社会資本分野別推計

産業別社会資本の生産力効果と社会資本の分野別生産力効果を推計 した代表的な実証研究に

は､三井 ･井上 ･竹滞 (1995)､岩本･大内他 日996)､井田や吉田 (1999)､吉野 ･中島 ･中東 (i999b)
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等がある(表 4参照)｡ ここでは､社会資本を充袈 させていく際､ どの分野または どの地域の社

会資本に重点を置 くべきかを分析 している｡

三井 ･井上 ･竹滞 日995)では､経済企画庁総合計画局編 (1986)で推計されたデ-タとそれを

延長推計 した 20部門の社会資本デ-タを分類 した｡さらに､産業基盤 となる社会資本を ｢ヨア

インフラ｣とし､その以外を ｢コアインフラ以外｣とい う2分割 も行って推計を している｡｢コ

アインフラ｣の生産力効果は 0.17で正の値 となったが､｢コアインフラ以外｣のそれはゼ ロに

近い値 となってお り､生産力効果は認められないことを示唆 している0

表4産業別.社会資本分野別推計

区分 研究者 生産関数 推計対象と推計期間 社会墳本の生産力効果

分野 三井.井上t竹津t1995) コブtダグラス型 日本全体(1956-1989)コアインフラ(第性値0.170) コアインフラ以外(弾性値o十003)

道路(01252)港湾(0.281)航空(o+148)国鉄(o+118)鉄建公団等(0.01041地下鉄等(O_154)電電公社(0.168)下水道(0.221)文教(0.ー27)治水(0.274)治山(0.394)塵林漁業(0,219)郵便細.ー34)工業用水遺し-0.0276) 住宅to218)廃棄物処理卜0.035)水道(甘0499)都市公園(O_177)海岸卜0+162)国有林(00186)

井田.吉田り999) コ7.ダグラス型 都道府県(1955.1960,ー965.1970tl975.1980.1982) 地域別(弾性値) 分野別(弾性値)

地方型to135う 産業型叶118)

大都市型(-o十008) 生活型(甘137)

大都市周辺型(0158) 環境型(0.028)

文教型(0.094)

農漁業型(0.008)

国土保全型(0,028)

座薬 岩本.大内他t1996) コブ.ダケラス型 都道府県､産業別(1966-19841 第一次産藻の弾性値は(0.21)

第2次産業の弾性値は(-0_24)

第3次産業の弾性値は(0.14)

都道府県､産業別(1966-1973) 第1ニ欠産業の弾性値は(010)
第2次産其の弾性値は柏.ー2)

第3次産業の弾性値は(021)

都道府県､産業別(1975-1984) 第一次産薬の弾性値は畑.23)第2次産業の弾性値は(-056)

第3次産業の弾性値は叶11)

吉野.中島.中東し1999b) トランス.ロケ型 日地域､産藁別 第1次産業の弾性値は(0048)東海､近畿､中国で高く､北海道､東北､北関東､北陸､南九州等で低い亡第2次産業の弾性値はし0242)
(相75-ー994) 東北､北陸､東海､中国で低い.

(筆者作成)

井 田 ･吉田(1999)では､15部P胆)社会資本 を 6部門(産業型 ｡生活型 ･環境型 ･文 教型 ･農

漁業型 ･国土保全型)､3部門(産業型 ･生活関連型 ･国士整備型)､2部門(産業型 ･非産業型 ) に

統合 し､社会資本の性質にしたがって統合 された部門別社会資本を生産要素に含む生産関数の

推定を行っている｡推定結果によると､6部門にま とめた場合は産業型 ･生活型社会資本の生

産力効果が高 く､国土保全型社会資本の生産力効果 が 低いことが確認 されている｡また､3部
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門にまとめた場合は産業型 ,生活関連型社会 資本 の生産力効果は正 となっているが､国土整備

型社会資本の生産力効果は確認できていない｡ そ して､2部門にまとめた場合は両部門 とも有

意に正の効果で､ほぼ同 じ値で推定 されている｡ ここでは､ さらに 6普腔弓の社会資本を地域別

分布からそれぞれ地方型､太都市型､大都市周辺型に分類 して､社会資本の生産力効果を推定

している｡推計 した結果､部門別には住宅や学校などで構成 され る生活型社会資本､道路や港

湾などで構成 される産業型社会資本の生産力効果が高く､地域別には地方型社会資本お よび太

都市周辺型社会資本の生産力効果が高いとい う結論を得ている｡

岩本 ･太内地 ∈1996)では地域における産業構成の影響に着 冒して､産業別社会資本の生産力

効果の推計も試みているo ここでは､産業ごとに異なる結果を確認 しているが､デ-タ上の制

約により､社会資本および民間資本産業別のデータを用いたものではないO

吉野 ･中島 ･中東 日999b)では､地域別 ･分野別の社会資本の生産力効果について､トランス 事

ログ型生産関数を用いて分析を行っているO 日本全体を 11地域に区分 したパネルデ-タを用い､

総生産､民間資本､労働それぞれを第 1次 ･第 2次 ･第 3次産業の産業分野別 に分類 しているO

さらに社会資本ス トックに関 しても自治省 ｢行政投資｣ における事業 目的別の分類に従い､5

分野別 (農林水産､国土保全､産業基盤､生活関連､そ の他)に作成 して､地域別 ･分野別の生

産関数を推定 しているo 推 定結果については､以下の 5つの論点か ら社会資本の生産力効果を

検討 している｡① 資 源 効 率 性か らみると､社会資本の資源効率的配分がなされていたとは判断

できない｡②産業間 格 差 か らみると､全般において第 1次産業に対す る社会資本の生産力効果

が､第 2次 ･第 3次産業に比べて小 さいことがあげ られている｡③地域間格差 か らみると､産

業間で社会資本の生産力効果に地域間格差があるとともに､同 じ産業の 中で も社会資本の生産

力効果に地域間格差があることが示 されている｡特に､第 2次産業の社会資本 の生産力効果は､

大都市を含む地域 (南関東 ･近畿 ･東海地方)で大きく､その他の地域 では小 さいO また､北

海道や南九州は､社会資本の生産力効果が小 さいことが指摘 されてい るo④分 野閣格 差 か らみ

ると､太都市圏においでは生活関連型社会資本に比 して産業基盤型社会資本 の限界生 産 性 が 高

く､逆に東北や開国などの地方圏では､生活関連型社会資本の限界生産性が産業基盤型社会 資

本に比 して高いo⑤民間資本 と社会資本の生産性の格差を比較 してみると､第 1次産業につい

ては､各地域でおおむね均等化 されているが､第 2次産業関連分野については､大都市圏で社

会資本の生産性が民間資本を大きく上回っている｡ これは､大都市圏において産業基盤型の大

型事業が用地取得の面な どで困難 さを抱えてい る こ とを示唆 している｡また､第 3次産業関連

については､すべての地域において､社会資本 の 直接効果による限界生産性が民間資本の限界

生産性 を下回っているが､直接効果 と間接効果 も含 めた社会資本の限界生産性 は民間資本のそ

れを上回るとい う結果 となっているO
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3書3 小 括

地 域 社 会資本の推計では､各地域 の社 会資本 の生産 力効果 は概ね正の値で確認 してお り､そ

の 効 果 は 地方圏に比べて都市間で高いことが明 らか とな っているoまた､産業別で社会資 本 の

生 産力効果の推計を行った結果､第 1次産業の生産力効果は､第 2､3次に比べ低いこと が 明 ら

か となっている｡ さらに､社会資本の分野ごとに地域の生産力効果に与える効果を推 計 し た 結

果､産業基盤 型 ･ 生活関連型社会資本の生産力効果は農林水産型､国士保全型社会資本U)生 産

力効果に比べ て 高 いことが明らか となっているO このように､-国食体の社会資本をより細分

化 して､地域の生産に与える効果を確認 しているものの､地域の社会粉本の生産力効果が低い

要 因が究明されていないことが読み取れる. 一般に､社会資本は国や地方公共闇体の政策的目

的を実現するために整備 される場合が多 い の で､公共投資の実施主体である岡や地方公共団体

の 役割を十分考慮 した上で､事業主体別すなわち､国直轄事業､固庫補助事業､地方単独事業

に よ る社会資本が総生産にもた らす影響 を考えなければな らない｡4節では､既存研究のこれ

ま で の成果をまとめるとともに､今後公共投資の効率的な配分を行 う際に､事業主体別に着 目

した社会資本の生産力効果 も考慮する必要があることの意義を述べる0

4 おわリに

これまでの既存研究の成果をまとめると以 Tの通 りである｡

第-に､社会資本のマクロ推計においては､社会資本の生産力効果を正の値で確認されたも

のの､推計期間を分けてみた場合､70年代以降は低下傾向にあることが明らか となっているO

しかし､推計期間は 摘90年代後半まで となってお り､2000年以降の約 10年間の傾向について

は研究があま り進んでいない(｡考えられ る理由は､社会資本のマクロ推計では-国全体の社会

資本が国全体の生産に与える効果を分析することに着 目してお り､社会資本の特性や地域の特

性 を同列に扱 うことか ら､その後の分析方向がこれ らの特性を 十分に考慮 し､より細分化 した

地域別､産業別､社会資本の分野別などの分析- と移行 したことである｡ しか し､2000年度以

後において､ 日本の公共投資政策には大きな変化が見 られ る｡例えば ｢三位一体改革｣による

公共投資の見直 しや縮小などが挙げられる｡ したがって､社会資本ス トックデータを直近まで

延ば したマクロ推計を行な うことは､今後 の 分析課題 として意義があると考えられる｡

第二に､カテゴリ-別推計においてほ､① 地域別社会資本の生産力効果か らみてい くと､都

道府県別社会資本の生産力効果は､地域間で格差が大きく､東京都､愛知県､大阪府などの地

域 で 生 産性が高い水準にあ り､北海道､島根県などの地域で低い水準にあることが明 らか とな

っ た ｡ 地域ブロック区分か らみる と 関 東 ､ 廃海､近畿等で社会資本の生産力効果が高 く､東北 ｡
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北陸､九州等で低 くなっている｡また､大都市間の社 会資本 の生 産 力効 果 は正で太 きいが､地

方圏のそれは小 さいことが明らか となったO②産業別 ､社会 資本 の分 野別 社 会資本 の生産力効

果からみていくと､まず第 1次産業に対す る社会資本 の生 産 力効果は､第 2次 ･第 3次産業に

比べて小 さく､社会資本の分野別で比較 した場合､産業基盤分野､生活関連分野の生産力効果

は高 く､農林水産分野､国土保全分野のそれは低い｡生産関連社会資本の生産力効果は各地域

ともプラスであるが､東京 ･大阪の社会資本の生産力効果は他地域に比べてかな り高 くなって

いる｡ これに対 して生活関連社会資本の生産力効果は､地域では南関東や近畿､東海な どが高

いし.

このように､社会資本の生産力効果の有無 と大きさを山国全体のマクロ推計 と地域別､産業

別､社会資本の分野別に確認することができたが､地域間､産業間､分野間においてほぞの効

果に格 差 が あることが明 らかとなった｡ しか し､格差の原因は事業主棒の違い とい う可能性 も

あ る が ､ こ れ ま でに事業主体別観点か ら､国または地方公共団体における社会資本の生産力効

果 を 分 析 し た 研 究はないo考えられる理由として､地域別 ･分野別の生産性がわかれば事業主

体別の生産性はいずれかの加塵平均 として算出できる一方､事業主体別のデ-タは公開 されて

おらず､その作成に手間がかかるとい うことにある｡地方財政分野では数多 くの先行研究が中

央 ･地方政府間の情報の非対称性や国庫補助金の存在等の要因が公共投資､準に国庫補助事業

の公共投資の効率性を損ねていると指摘 している卑)｡ もしこれ らの指摘が正 しいな らば地域や

分野の違いとは無関係に国庫補助事業の生産力効果が他の事業の生産力効果 より低 くなる可能

性がある｡多数の既存研究で言われるように､70年代以降の公共投資が地域間格差の是正を政

策 目的に行われてきたとす るならば､地方圏の社会資本の効率性は低 くなっている可能性があ

る｡ しか し､地方圏の社会資本の効率性が低 くなっているのは､事業主体別の社会資本がそれ

ぞれの生産性が低い地域や分野に配分 されているか らなのか､それ とも事業主体別の社会資本

それぞれが低い生産性を持つのかは明確ではない.

したがって､実施主体である園や地方公共団体の役割 も考慮 した､事業主体別観点か らの推

計も重要な意義を持っ こととなる｡すなわち､社会資本 は国や地方公共団体の政策的 目的を実

現するために整備 され る場合が多いので､国直轄事業､国庫補助事業､地方単独事業による社

会資本が国または地域生産に与える影響 も十分吟味す る必要がある｡また､事業主体別社会資

本ス トックのデ-タについては､先行研究では構築 されていないが､既存の作成方法を倣 って

構築す ることは可能であ り､それぞれの事業が生産に与える影響 も分析す ることができる｡ こ

れは既存研究にない新たな知見が得 られると考えられ るO
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<注>

I)赤井 暮佐藤 B山下(200恥 小倉(1999)､林ぼか(1997)等がある0

2)社会資本が政策によって決定 される内生変数であることにより生 じる､社会資本の生産性の計測バイア

スの問題､すなわち､生産関数による社会資本の生産性の推定結果に負のバイアスをもた らすことであ

るO社会資本の同時性問題に対処を試みた既存研究には三井 ･井上(1995)､岩本 ･大内他 日996)､吉野 ･

平野 日996)､井関 .苦悶(1999)､吉野 書中島 ･中東 日999b)､石川 (2000)､田中(2001)等があるが､こ

れに対 して､林(2003)は､社会資本の同時性に関わる計盈分析上の論点を中心に､ 日本における社会資

本に関する実証研究を批判的にサ-ペイ している｡

3)吉野 申中野を1994)では､公共投資によって社会資本が増加 し､直接的に総供給を引き上げる効果を直接

効果 とし､公共投資によって工業団地などのインフラの整備が行われ､それに誘発 された民間投資が生

産に結びつき､総供給を間接的に増やす効果を間接効果 と指摘 している｡

朝 地方債や交付税措置によって地方単独事業にも国庫補助事業 と同様の非効率性が発生 しているとの指

摘 もあるO
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